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１ 行政改革の趣旨

（１） これまでの行政改革

平成16年度 本市は、「最小の経費で最大の効果を上げる」という地方自治の基本原則の下、

山県市行政改革大綱及び同実施計画（計画期間：平成16年度～平成18年度）を策

定し、全庁的な行政改革の取組を開始しました。

平成17年度 平成17年12月に、総務省が事務・事業の再編・整理、廃止・統合等をはじめと

する9項目について、市民にわかりやすく明示する計画の策定という「行政改革

推進における新たな指針」が示されたため、既存の計画を踏襲しながら見直し、

「第２次山県市行政改革大綱及び同実施計画」（計画期間：平成17年度～平成

21年度）を策定しました。

平成22年度 当該計画期間満了に合わせ、「第３次山県市行政改革大綱及び同実施計画」（計

画期間：平成22年度～平成26年度）を策定し、これを集中改革プランとして位

置づけ、定員管理の適正化など具体的な数値目標等を掲げて行政改革を推進し、

着実に効果をあげてきました。県内で唯一起債許可団体となっていましたが、平

成26年度決算からこれを脱することができました。

平成27年度 第４次行政改革大綱の計画期間中（平成27年度～令和元年度）では、人口減少

・少子高齢化等により扶助費の増加傾向は高まり、平成26年度から普通交付税の

合併算定替による加算額が減り、更に令和元年度には皆無になるなど、依然厳し

い財政状況でしたが、職員の意識改革と資質向上を図り、新たな行政課題や多様

化する市民ニーズに的確かつ迅速に対応するよう努めてきました。

（２） 第５次行政改革大綱の効果

第５次行政改革大綱では、改革する項目を19の基本項目に分類し、それぞれに実施計画を定

め、その進ちょく状況について毎年検証し、公表してきました。

改革の視点ごとの主な成果と今後の課題は、次のとおりです。
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組織・人材の改革

成果

〇 職員研修の実施により、職員の資質向上、能力向上及び意識改革を促すことがで

きました。

〇 適正な人員配置により、年度事業を適切に実施することができました。

課題

〇 誰もが休みやすい職場環境になるよう、事務の標準化、特定の者への事務量の過

多がなくなる制度を検討していく必要があります。

〇 多様化・高度化する業務に対応できる職員の育成が必要です。

財政運営の改革

成果

〇 ふるさと納税の推進により、歳入確保（歳入額519,045千円、歳出額241,899千

円）が図れました。

〇 伊自良支所、伊自良中央公民館を廃止し、伊自良コミュニティセンターに機能集

約したことにより、財政負担の軽減が図れました。

課題

〇 公共施設の再配置・統合は、市民への説明を丁寧に行い、その目的や手段等に理

解を得ながら、進めていく必要があります。

〇 常に行政サービスの向上や業務の効率化を図る必要があります。

行政運営の改革

成果

〇 防災行政無線をデジタルに移行することにより、災害時等における情報伝達手段

の強化を図ることができました。

〇 有線テレビ放送施設の指定管理者制度による管理運営を終了し、事業譲渡したこ

とにより、サービスの安定化が図れました。

課題
〇 事務事業の課題や問題点を検証し、常に改善を図る必要があります。

〇 自治体ＤＸを進めていく必要があります。

市民協働による改革

成果

〇 市民に必要な公共データをオープンにすることにより、２次利用の促進、情報の

透明性を図ることができました。

〇 ボランティアの募集、市民アンケートの実施などにより、協働する機会を作るこ

とができました。

課題

〇 安心・安全な生活が送れるよう、市民やＮＰＯ等の多様な事業主体により、地域

を支える仕組みづくりが必要です。

〇 市民と行政をつなぐ中間支援機能を強化する必要があります。



3

0

3,000,000

6,000,000

9,000,000

12,000,000

15,000,000

18,000,000

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

歳入総額の推移（H30∼R4決算）　

市税 地方交付税 その他

財政状況

第５次行政改革の取組前の平成30年度決算と取組後の令和4年度決算を比較すると、

歳入面では、市税は37,825千円減少し、地方交付税は95,537千円増加しており、これらを

含めた歳入額は2,000,587千円増加しています。また、歳入額が著しく増加している令和2年

度は、国庫支出金が増加したことが理由として挙げられます。新型コロナウイルス感染症から

市民の暮らしを守る取り組み及び緊急的な経済対策として実施した特別定額給付金事業実施に

伴う国庫補助金、地域経済対策などに活用した新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交

付金の交付が主な要因です。

歳出面では、公債費は612,648千円減少、人件費は117,381千円減少しているものの、扶助

費は400,956千円増加しており、投資的経費を除く歳出総額は972,781千円増加しています。

令和2年度の歳出総額が著しく増加している要因として、総務費の増加が挙げられます。新型

0

3,000,000

6,000,000

9,000,000

12,000,000

15,000,000

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

投資的経費を除く歳出総額の推移

人件費 扶助費 公債費 その他経費

（千円）

（千円）



4

コロナウイルス感染拡大防止に留意しつつ、簡素な仕組みで迅速かつ的確に家計への支援を行

うため実施した特別定額給付金事業が主な要因です。

地方債残高は1,281,792千円減少しており、基金残高は711,073千円増加しています。

（３） これからの行政改革

従来行ってきた行政改革の取組も含め、これまでの行政改革手法を見直し、新たな視点で行

政運営を見直す必要があります。

特に公共施設等の老朽化への対応は急務であり、全国的にも公共施設等の更新費用の捻出が

課題となっています。本市においても、かつて高度成長期の経済発展や人口の増加、市民ニー

ズへの対応に合わせ、整備した結果、近い将来これらの公共施設等が一斉に更新時期を迎える

こととなり、現状のまま更新すると多額の費用が必要となります。

さらに、行政手続のオンライン化やテレワーク等、業務のＩＣＴ化が推進され、個人の価値

観の多様化に伴う市民ニーズの高度化・複雑化にも、的確かつ柔軟に対応していかなければな

りません。

また、地方分権の時代においては、地方自治体自らが必要な財源を確保し、政策を立案、実

行することが求められており、改善・改良の余地がなく、費用対効果の見込めない事業につい

ては、施策の優先順位を明確化した上で、スクラップ・アンド・ビルドの考え方を基本とし、

新たな手法での事業展開を図っていく必要があります。
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２ 第６次行政改革の基本的な考え方

（１） 趣旨

本市の行政を取り巻く環境を踏まえ、第６次行政改革の推進に当たっては、限られた資源を

前提に住民生活を維持するのに不可欠なニーズは充足しなければならないため、これまでの慣

例や取組に対して必要性、費用対効果等の面から検証を行い、今後も「たゆまぬ行政改革で持

続可能な行政運営」の実現を目指していきます。

市民と行政が対話・共感し課題を解決していく「協働」の視点を持ちながら、多様性を認め

合い、様々な人々がつながりを持って、地域住民の暮らしを支え合うための新たな公共私間の

協力関係の構築も目指していきます。

（２） 計画期間

計画期間は、令和6年度から令和9年度までの4年間とします。

（３） 基本目標

事業の効率化とさらなる市民サービスの向上を目指し、限られた経営資源を有効に活用し、

多様な主体との連携を図りながら、事業を実施していく上で組織内での連携を意識しつつ、既

存業務の見直しや新たなサービスの必要性の精査に取り組み、あらゆるリスクに柔軟に対応で

きる人材を育成し、組織の強化が必要です。

限られた職員数の中でこうした新たな役割を果たしていく上では、それを可能にするための

組織体制の環境整備を進めなければなりません。

そこで第６次行政改革大綱では、次を基本目標として定めます。

たゆまぬ改革で持続可能な行政運営
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（４） 改革の視点

「たゆまぬ改革で持続可能な行政運営」を目指し、３つの改革の視点の下に、８つ取組方針

を定め、各種取組項目の着実な推進を目指します。

① 行政運営の改革 ～ 効果的で効率的な行政運営 ～

市が行政活動を行うためには、行政資源（人、モノ、財源、情報、時間）が必要不可欠で

す。そして、限られた資源で行政需要を可能な限り充足させなければなりません。行政資源

を有効に活用するためには、業務の効率化やプロセスの見直しが求められます。よって行政

運営の改革として、「事業の適性化」、「行政サービスの向上」、「業務改善の推進」に取

り組んでいきます。

(1) 事業の適性化

・市民ニーズを踏まえ、公共施設運営等の最適化と適正な管理を行います。

・施設規模の適正化や施設更新時期の平準化を図り、水道管路の耐震化や水道水の安定供給

に努めます。

・デジタル化を推進することにより、行政事務の効率化、簡素化、透明性の向上を図りま

す。

・市民や職員の意見を積極的に取り入れ、既存事業・体制の見直しを推進します。

(2) 行政サービスの向上

・業務システムの標準化・共通化、行政手続きのオンライン化等を通じて自治体ＤＸの取組

を進め、行政サービスの向上及び業務の効率化を図ります。

・社会体育施設、文化施設などの施設予約の改善に取り組み、市民サービスの向上に努めま

す。

(3) 業務改善の推進

・内部事務における会議方法の見直しや業務マニュアルの整備など、効率化のための改善に

取り組みます。

・職員による意見提案の機会を設け、組織や業務の改善に活かします。

② 財政運営の改革 ～ 健全で安定した財政運営 ～

市の財源は、市民の皆様からお預かりしている税金が大部分を占めています。しかし、本
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市の総人口は減少傾向にあり、市税収入の減少が危ぶまれます。一方で、将来にわたり持続

的な発展を遂げるためには、長期的に財源を確保していく必要があります。そのためには、

歳出を抑えるとともに、歳入を確保していかなければなりません。よって財政運営の改革と

して、「歳入確保の促進」、「歳出の効果効率的な実行」に取り組んでいきます。

(1) 歳入確保の促進

・市税等の収納対策を強化し収納率の向上を図るとともに、債権の適正管理を行いながら既

存の歳入確保に努めます。

・市が経営する地方公営企業において、下水道接続率の向上や水洗化の推進を図ります。

・企業誘致、企業立地を推進し、市民の雇用の確保と自主財源の増加を目指します。

・既存歳入の大幅な増収が見込めない中、ふるさと納税など、自治体の創意工夫による新た

な歳入の確保に努めます。

・有事の際に備えるため、基金残高を維持することを目指します。

(2) 歳出の効果効率的な実行

・職員一人一人が、中長期的な視点での正しい財政状況を認識し、組織全体で実質単年度収

支の均衡など持続可能な健全財政を堅持していきます。

・市役所内での省エネルギー化に向けた取組を行い、市民の手本となるように努めます。

・汚水管の老朽化や破損などによって引き起こされる不明水の対策を行い、下水道の処理費

用の削減に努めます。

③ 組織・人財の改革 ～ 職員の育成と組織力強化 ～

近年、少子高齢化に伴う人口減少が全国的に課題となっています。生産年齢人口の大幅な

減少により人手不足が進むことで、本市でも今後、職員を十分に確保することが困難になる

と予想されます。限られた職員数で質の高い行政サービスを提供し続けるためには、これま

で以上に行政組織の基盤を強化させていく必要があります。よって組織・人財の改革とし

て、「組織体制の適正化」、「働きやすい職場環境づくり」、「職員のスキルアップと意欲

向上」に取り組んでいきます。

(1) 組織体制の適正化

・限られた行政資源の中で行政課題を効果的かつ効率的に解決できるよう、組織体制や人員
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配置の最適化を図ります。

・コンプライアンスの徹底のため、意識改革の研修などへの取り組みを強化します。

・職員の採用を促進するため、市の職員として働くことの魅力発信などに取り組みます。

(2) 働きやすい職場環境づくり

・職員が働きやすい労働環境を整えるため、多様で柔軟な働き方を実現します。

・職員が心身ともに健康に働くことができるよう、職場環境の改善に取り組みます。

(3) 職員のスキルアップと意欲向上

・社会経済情勢の変化に適切に対応し、市民との対話を通じて、市民とともに市の未来を切

りひらいていける職員を育成します。

・適正な人事評価とフィードバックを通じて、職員それぞれが意欲的に能力を発揮できる職

場環境づくりに努めます。

（５） 実施計画

本行政改革大綱に基づいた施策をより着実に計画的に推進していくため、具体的に実施する

施策を実施計画に位置づけ、実施状況の点検と見直しを行っていきます。

（６） 推進体制

本行政改革大綱に基づいた施策を横断的に推進するため市長を本部長とする「山県市行政改

革推進本部」が中心となり、職員一丸となって取り組んでいきます。また、有識者や市民代表

委員等の様々な意見を取り入れるため、「山県市行政改革推進委員会」の助言等を踏まえ推進

します。

進ちょく状況等については、具体的な数値を指標とした各担当課による自己評価に加え、山

県市行政改革推進委員会においても客観的な評価を実施していきます。
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1 公共施設マネジメントの推進 総務課

2 観光施設の適正化 まちづくり・企業支援課

3 水道管路の耐震化 水道課

4 事務の効率化（デジタル化） 総務課

5 行政手続きのオンライン化 総務課

6 施設予約の改善 生涯学習課

7 内部事務の改善 総務課

8 職員の意見提案制度 総務課

9 市税の収納対策等 税務課

10 公営企業の経営健全化 水道課

11 企業立地の推進 まちづくり・企業支援課

12 新たな歳入の確保 企画財政課

13 基金残高の維持 企画財政課

14 経常収支比率の抑制 企画財政課

15 省エネルギー化の推進 総務課・市民環境課

16 下水道管渠の不明水対策 水道課

17 組織体制の適正化 総務課

18 業務支援体制の充実 総務課

19 働き方改革の推進 総務課

20 職務環境の改善 総務課

21 職員の人財育成 総務課

22 適正な人事評価の実施 総務課

23 コンプライアンス意識の育成 総務課

第６次山県市行政改革　取組項目

目標 たゆまぬ改革で持続可能な行政運営

改革の視点①
行政運営の改革
～効果的で効率的な行政運営～

取組
番号

取組項目 担当課

(1) 
事業の適性化

(2) 
行政サービスの向上

(3) 
業務改善の推進

改革の視点②
財政運営の改革
～健全で安定した財政運営～

(1)
歳入確保の促進

(2)
歳出の効果効率的な実行

改革の視点③
組織・人財の改革
～職員の育成と組織力強化～

(1)
組織体制の適正化

(2)
働きやすい職場環境づくり

(3) 
職員のスキルアップと意欲向上

３ 主な取組項目
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① 行政運営の改革 ～ 効果的で効率的な行政運営 ～

(1) 事業の適性化

本市は、平成15年に3町村が合併し、それ以降は各町村がそれぞれ整備していた公共施設

等をそのまま引き継いで使用しています。それらの施設管理には、日々の運営や修繕などの

ために多くの費用が発生します。保有する公共施設等を現状の規模のまま維持・更新してい

くと、将来的には市の財政にも大きく影響することが予想されます。そのため、公共施設等

のあり方を見直し、中長期的な視点に立った公共施設マネジメントに取り組みます。

事務に関しては、デジタル化や事務執行体制の改善を中心とした、効率化の推進を掲げま

す。事務を効率化することによって、それまでの事務作業に必要だった時間・人員等に余裕

が生まれ、それ以外の業務に充てることができ、さらなる行政サービスの向上が期待できま

す。さらに、既存事業・体制の見直しを図ることで、無駄を省いた行政運営を目指し、行政

資源の有効活用に努めます。

(2) 行政サービスの向上

行政サービスにおいては、手続きのオンライン化を進めることで、様々な申請が場所や時

間帯を問わずに可能となります。市民の皆様にとっての利便性が高まるような環境を整備し

ていきます。

施設予約については、電子申請での予約を可能にすることで市民の方々が利用しやすいよ

うな体制を整えます。

(3) 業務改善の推進

内部事務の改善として、電子決裁・文書管理システムの活用を推進し、決裁処理の迅速化

や文書の管理適正化を図ります。また、業務マニュアルを作成することで、指導や引き継ぎ

を円滑にし、必要な時間を短縮することが可能になります。

さらに市政全般にわたる施策、事業、事務に関する新規・改善提案を奨励し、その実現を

図ることにより、職員の問題発見能力、課題解決能力、政策提案能力を向上させるととも

に、職員のやる気を喚起し、意欲的に職務に取り組む組織風土を醸成します。

② 財政運営の改革 ～ 健全で安定した財政運営 ～
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(1) 歳入確保の促進

市税の収納業務効率化や市民の利便性向上を図り、収納方法の拡充を進めます。

また、市が経営する地方公営企業については、事業の効率的・効果的な経営による経済性

と公共性の観点から、市民生活や地域発展に不可欠な公共サービスの質の向上を目指し、下

水道接続率及び水洗化率の向上に努めます。

さらに、長期的な市税の確保のために地元産業の振興や企業誘致活動を推進します。

新たな歳入を確保するための取り組みとしては、ふるさと納税の推進に力を入れていきま

す。具体的には、返礼品の充実などが挙げられます。さらに、ネットを活用した納税システ

ムを推進し、納付額の増加を図ります。

今後、老朽化するインフラへの対応、増え続ける社会保障費など多くの財政出動を見込ま

れる中で将来にわたり財政の健全化を維持するために一定量の基金残高を確保し続けること

を目指します。

(2) 歳出の効果効率的な実行

経常収支比率の抑制のため、歳入を増やすとともに、歳出（特に義務的経費）を減らすこ

とが求められ、補助金の適正化、公債費、扶助費の抑制などに取り組みます。

空調や照明機器の使用方法の見直しや、公用車のＥＶ化などを推進し、職員の意識向上に

も取り組み、省エネルギー化に努めます。

また、下水道の老朽化などによる不明水対策にも取り組み、下水道の処理費用の削減に努

めます。

③ 組織・人財の改革 ～ 職員の育成と組織力強化 ～

(1) 組織体制の適正化

社会情勢の変化、複雑・高度化する行政課題や市民ニーズに見合った適正な定員管理に努

め、安定的な組織運営を図るために、事務処理の効率化、新規職員の確保、職員の適材適所

への配置、会計年度任用職員の活用のほか、年齢別構成等も視野に入れた新規職員の計画的

な採用により各世代間の平準化に取り組みます。

また、組織横断的なプロジェクトチームの設置も含め業務支援体制を目指していきます。



12

さらに、コンプライアンスの徹底のため、職員の意識改革を強化していきます。

(2) 働きやすい職場環境づくり

職場でのストレス等による傷病を未然に防ぐため、職場内コミュニケーションの活性化を

図り、業務内容・業務課題・情報等を共有することで、心身ともに健康で働きやすい職場環

境を醸成します。また、職員全体の「仕事と生活の調和」を重視した働き方を進めるため、

新任課長等を対象とした「イクボス宣言」を定例で実施します。

「ノー残業デー」、「W・L・B（ワーク・ライフ・バランス）推進デー」、時差出勤、テレ

ワークの推進等により時間外勤務の縮減、各種休暇の取得促進を図ります。

さらに、女性の登用など組織の活力と多様性を高める取り組みを積極的に進めます。

(3) 職員のスキルアップと意欲向上

社会情勢の変化、複雑・高度化する行政課題や市民ニーズに適切に対応できる職員の育成

に努めつつ、幅広い視野の育成、戦略的思考、ネットワークの構築等を目的に人事交流や職

員派遣を実施し、職員の資質・能力向上を図ります。

人事評価制度の運用を通じて、職員の能力、実績等を適正に評価し、個々の能力・適正が

十分発揮される環境を目指します。
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参考資料

１ 策定経過

山県市行政改革推進本部 山県市行政改革推進委員会

令和５年

８月９日（水）
第１回行政改革本部会議
・次期行政改革大綱（策定方針・体系案）に
ついて

８月２９日（火）
第１回山県市行政改革推進委員会
・次期行政改革大綱（策定方針・体系案）に
ついて

１１月１０日（金）
第２回行政改革本部会議
・次期行政改革大綱（素案）について

１２月８日（金）
第３回行政改革本部会議
・次期行政改革大綱（案）について
・次期行政改革実施計画（案）について

１２月１２日（火）
第２回山県市行政改革推進委員会
・次期行政改革大綱（案）の審議
・次期行政改革実施計画（案）の審議

１２月２７日（水）
～１月２６日（金）

パブリックコメントの実施
（市ホームページ）

令和６年

２月１５日（木）
第４回行政改革本部会議
・次期行政改革大綱（修正案）について
・次期行政改革実施計画（修正案）について

２月２０日（金）
第３回山県市行政改革推進委員会
・次期行政改革大綱（案）の最終審議
・次期行政改革実施計画（案）の最終審議

内容
年月日
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２ 山県市行政改革推進委員会 委員名簿

（敬称略・順不同）

委員
区分

選出区分 氏　　名 所属団体等

会長 １号委員 大 宮 康 一 岐阜大学　地域協学センター　准教授

委員 １号委員 矢 﨑 光 洋 公認会計士・税理士

委員 ２号委員 福 井 康 雄 山県市自治会連合会　会長

委員 ２号委員 宇 野 睦 山県市商工会　会長

委員 ２号委員 羽 賀 芳 子 山県市選挙管理委員会委員

委員 ２号委員 後 藤 真 央 岐阜大学地域科学部４年

委員 ２号委員 砂 田 里 美 山県市農業委員

委員 ２号委員 丹 羽 洋 子 NPO法人　かばさんファミリー　代表理事
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３ 山県市行政改革推進本部 本部員名簿

区分 氏　　名 職名

本部長 林 宏 優 市長

副本部長 久 保 田 裕 司 副市長

本部員 服 部 和 也 教育長

谷 村 政 彦 理事兼総務課長

宇 留 野 公 男 議会事務局長

丹 羽 竜 之 企画財政課長

安 達 俊 樹 税務課長

服 部 祐 司 市民環境課長

岩 田 豊 実 福祉課長

山 田 佐 知 子 子育て支援課長

森 正 和 健康介護課長

福 井 淳 農林畜産課長

棚 橋 和 夫 建設課長

今 井 孝 哉 まちづくり・企業支援課長

大 西 義 彦 水道課長

浅 野 浩 昭 会計管理者兼会計課長

森 川 勝 介 学校教育課長

藤 根 勝 生涯学習課長
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４ 山県市行政改革推進委員会設置要綱

平成１５年４月１日 訓令甲第４号

（設置）

第１条 社会経済情勢の変化に対応し、地方分権の時代にふさわしい簡素で効率的な行政システム

を確立するため、山県市行政改革推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。

（所掌事務）

第２条 委員会は、市長の諮問に応じて、行政改革大綱等山県市の行政改革の推進に関する重要事

項を調査審議するとともに、行政改革の推進につき必要な助言等を行う。

（組織）

第３条 委員会は、委員１０人以内で組織する。

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

（１） 学識経験を有する者

（２） 識見を有する者

（任期）

第４条 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（会長及び副会長）

第５条 委員会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選により定める。

２ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理

する。

（会議）

第６条 委員会の会議は、会長が招集する。

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

（庶務）

第７条 委員会の庶務は、総務課において処理する。

（補則）
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第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会長が委員会に諮って

定める。

附 則

この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。

附 則（平成２４年２月２２日訓令甲第１６号）

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則（平成３０年１２月２０日訓令甲第１４号）

この訓令は、公表の日から施行する。

附 則（令和３年３月２２日訓令甲第４号）

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。
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５ 山県市行政改革推進本部設置要綱

平成１５年４月１日 訓令甲第５号

（設置）

第１条 行政改革の推進を図るため、山県市行政改革推進本部（以下「本部」という。）を置く。

（所掌事務）

第２条 本部の所掌事務は、次のとおりとする。

（１） 行政改革大綱の策定及び実施に関すること。

（２） その他行政改革に係る重要事項に関すること。

（組織）

第３条 本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。

２ 本部長は、市長をもって充て、副本部長は、副市長をもって充てる。

３ 本部員は、教育長、各課長、議会事務局長、会計管理者及び本部長が必要と認める者をもって

充てる。

（本部長及び副本部長）

第４条 本部長は、本部を総括する。

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき、又は本部長が欠けたときは、その職

務を代理する。

（会議）

第５条 本部の会議は、本部長が必要に応じて招集する。

（庶務）

第６条 本部の庶務は、総務課において処理する。

（補則）

第７条 この要綱に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は、本部長が別に定める。

附 則

この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。

附 則（平成１７年１２月２２日訓令甲第１８号）

この要綱は、平成１８年１月１日から施行する。
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附 則（平成１８年３月２３日訓令甲第１０号）

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。

附 則（平成１９年３月２６日訓令甲第２２号）

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。

附 則（平成２４年２月２２日訓令甲第１６号）

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。

附 則（平成２７年４月９日訓令甲第４号）

この要綱は、公布の日から施行する。

附 則（平成２９年１２月２８日訓令甲第１９号）

この訓令甲は、平成３０年４月１日から施行する。

附 則（令和３年３月２９日訓令甲第１２号）

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。
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６ 用語の解説

語句 説明

公債費
市が借り入れた地方債の元金・利子や一時借入金の利子を支払うた

めの経費のことです。

地方交付税

国税のうち所得税、法人税、酒税及び消費税の一定割合を地方公共

団体が等しく事務を遂行できるよう一定の基準で国が交付する税の

ことです。

地方債
公共施設の建設事業や災害復旧事業など、多額の経費が必要なもの

の財源に充てるための借金のことです。

義務的経費
歳出のうち、その支出が義務づけられ任意に削減できない経費（人

件費・扶助費・公債費）のことです。

投資的経費

その支出の効果が、資本の形成のためのものであり、将来に残る施

設等を整備するための経費（道路・橋梁・公園・学校など公共施設

の建設等）のことです。

人件費 地方公務員の給与や退職金などに要する経費のことです。

スクラップ・アンド・ビルド

取り組むべき施策事業を定め、その事業に必要な財源について、既

存事業の中で優先順位の低いものの見直しを進めながら手当てして

いく、という姿勢を示したものです。

公共施設マネジメント

公共施設等の整備、維持及び更新に係る費用の平準化を図り、財政

上の負担を軽減しつつ、需要に応じた公共サービスを提供するため

に公共施設等全体を総合的に管理・運営・活用する取り組みのこと

です。

経常収支比率

毎年度経常的に収入される一般財源（地方税、普通交付税など）の

うち、経常的経費（人件費、扶助費、公債費など）に充当された割

合のことです。その団体の財政構造の柔軟性を示す指標となり、こ

の比率が高いほど、臨時の財政需要や、団体のニーズなどに対応し

た事業の実施が難しくなります。

テレワーク
情報通信技術を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方

のことです。

ＩＣＴ

Information and Communication Technology（情報通信技

術）の略。ITとほぼ同意ですが、社会や生活への情報技術の活用と

いったニュアンスで区別される場合があるものです。

ＤＸ
Digital Transformationの略。ICT の浸透が人々の生活をあらゆ

る面でより良い方向に変化させることです。

コンプライアンス

一般的に「法令遵守」と和訳されます。社会的な信用失墜行為を未

然に防ぐという観念から、法令だけにとどまらず、社会規範、ルー

ル、マナー、ビジョンまで拡大して包含するものとされています。

イクボス

部下のワーク・ライフ・バランスを考慮し、そのキャリアと人生を

応援しながら、組織としても成果を上げ、自らも仕事と私生活を充

実させている上司・管理職・経営者（男性・女性を問わず）のこと

です。


